
ミャンマー連邦

面　積　　68万km2

人　口　　5580万人（2023年アジア開発銀行推定値）

首　都　　ネーピードー

言　語　　ミャンマー語（ほかにシャン語，カレン語など）

宗　教　　仏教（ほかにイスラーム教，ヒンドゥー教，

　　　　　キリスト教など）

通　貨　　チャット（ 1米ドル＝2100チャット，

　　　　　2023年末の軍政中央銀行による参考

レート）

会計年度　 4月～ 3月

＊�2021年以来，ミャンマーでは軍政とそれに対抗する
並行政府が存在している。いずれも暫定的な性格を
持つため政体と国家元首は記載しなかった。

ミャンマー
2023年の
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選挙延期の軍政，内戦で劣勢に
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概　　況
　2023年のミャンマーは，二重政府状態下で内戦が続くなか，軍政は発足当初の
予定を超えてなし崩し的に長期化し，選挙実施の見込みも立たなかった。10月末
からは反軍勢力の攻勢が強まり，複数の戦線で軍が押し込まれた。
　国内政治では，軍政は期間延長の正当化に腐心し，拘束下の民主派指導者の処
遇を宣伝工作に利用した。人事面では，年央の経済混乱で国民に不満が募るなか，
軍政の重要人物 2 人が汚職を理由に解任された。並行政府と 4 つの少数民族武装
組織を中心とする反軍勢力では，多様なアクターが協働する地域統括組織の整備
が進んだ。内戦では10月末，従来は明示的に並行政府と共闘してこなかった兄弟
同盟を名乗る 3 つの少数民族武装組織が，シャン州北部で軍に大規模な一斉攻撃
を仕掛けた。これを契機に全国的に戦闘が激化して軍が劣勢になった。国内避難
民は増加を続け， 5 月のサイクロン被害も相まって人道危機は深刻さを増した。
　経済は停滞が続いた。外国投資は激減し，輸出減により貿易赤字が膨らんだ。
欧米の制裁と軍政の悪手でチャットがさらに下落し，物価が上昇して人々の生活
を圧迫した。10月末以降の内戦激化は，中国との国境貿易や国内の物流を阻害し，
経済にいっそうの悪影響を及ぼした。非合法経済は拡大を続け，なかでも国境域
におけるオンライン特殊詐欺拠点の勃興が，内戦激化の一要因になるなど国内政
治と対外関係の焦点となった。
　対外関係は，欧米の軍政に対する経済制裁が一段と強化され，軍政の外貨への
アクセスがより難しくなった。他方でアメリカによる反軍勢力への援助は，期待
された拡充が見られなかった。軍政はロシアと関係強化を続けるとともに，中国
と急接近した。中国はオンライン特殊詐欺拠点の勃興に懸念を示し，この問題が
軍や少数民族武装組織との関係に影響を与えた。また，ASEAN の仲介が手詰ま
りに陥るなか，タイは独自に軍政への関与を続けた。

2023年のミャンマー

https://doi.org/10.24765/asiadoukou.2024.0_415
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国 内 政 治

軍政：なし崩しの期間延長と正当化，民主派の処遇をめぐる宣伝工作
　2021年のクーデタによる政権奪取から 2 年が経過した本年 2 月 1 日，軍政は，
軍最高司令官に全権を委ねる国家非常事態宣言の期間をさらに半年間延長すると
発表した。軍政が依拠する2008年憲法の規定によれば，国家非常事態宣言の有効
期間は原則 1 年であり，軍最高司令官が必要とすれば， 6 カ月の延長を「通常
は」 2 回まで可能である。 3 度目となる本年 2 月の延長は，上記の規定が内戦の
状況を理由に柔軟に解釈されたものだ。これを正当化するように，同月 2 日と22
日，激戦地のザガイン管区域を中心として全国で合計40の郡に戒厳令が発せられ
た。さらに 8 月 1 日には，国家非常事態宣言の 4 度目の 6 カ月間延長も実施され，
なし崩し的なかたちで軍政が継続することになった。
　ミンアウンフライン軍最高司令官はかねてより，国家非常事態宣言の期間終了
後，具体的には2023年 8 月までに総選挙を実施すると公言していたが，この総選
挙実施も見込みが立たないままとなった。そうしたなか，軍政は選挙の準備を
着々と進めているという体裁を保とうとした。本年 1 月には政党登録法を制定し，
既存政党に60日以内の再登録を求めた。結果として， 3 月29日，この要請に応じ
なかった国民民主連盟（NLD）を含む40政党が登録抹消された。長年にわたり民
主化運動を牽引し，軍に対抗してきた NLD を次期選挙から排除することは軍政
の既定路線であり，その方針に従って具体的な施策が取られたことになる。
　他方，2016～2021年の NLD 政権の最高権力者であり，クーデタ以来，軍の拘
束下にあるアウンサンスーチー（以下，スーチー）については，年央に，軍政が処
遇を緩和したとする報道や発表が相次いだ。情報の真偽や軍政側の意図に不明瞭
なところはあるが，スーチーの高い知名度ゆえに国内外に波紋を呼んだ。まず，
7 月12日，ジャカルタでの ASEAN 外相会議の折，タイのドーン副首相兼外相が
直前のミャンマー訪問時にスーチーと面会したと明かし，スーチーが国内の対立
勢力間の対話を促す発言をしたと述べた。さらに同月末の報道では，NLD 関係
筋からの情報として，スーチーが約 1 年ぶりに刑務所から移送されて官舎での軟
禁に戻され，その前後に中国の鄧錫軍アジア担当特使と面会したと伝えられた

（France 24, 7 月28日）。これまで ASEAN 特使などとスーチーとの面会を軍政が
許可しないことが，和解に向けた外国の仲介を行き詰まらせてきた経緯があり，
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スーチーと外国要人の面会のニュースは，軍政が態度を軟化させる可能性を諸外
国に向けて仄めかす効果をもった。また，軍政には，一貫して非暴力主義の立場
を堅持してきたことでも知られるスーチーを話題に上らせることで，武装闘争で
の団結を目指す反軍勢力に揺さぶりをかける狙いがあったかもしれない。
　軍政の 4 度目の期間延長が実行された本年 8 月 1 日は，たまたまミャンマーの
伝統的な仏教祭日であるワゾー祭と重なり，軍政はこの機会もプロパガンダのた
めに利用した。首都ネーピードーでは，ミンアウンフライン肝煎りで建立された
マーラウィザヤ仏像の完成式典が催され，座像としては世界最大の大理石製の仏
像であることが喧伝された。仏教徒が多数派を占める国民に対して，仏教の護持
者として自らをアピールし，統治の正統性を主張しようとする意図が透ける。ま
た同日，軍政は7700人超の受刑者に恩赦を与えて条件付きで釈放し，スーチーや
前 NLD 政権のウィンミン大統領の減刑も発表した。クーデタ時に軍に拘束され
たスーチーとウィンミンは，軍政支配下の裁判所によって複数の罪状で有罪判決
が申し渡され，禁錮・懲役を合わせた刑期は前年末までにそれぞれ33年と12年に
至っていた。この恩赦で 2 人の刑期はそれぞれ 6 年分と 4 年分だけ減免された。
2 人が依然として軍の拘束下にあり，軍政が再度の刑期延長も自在にできるだろ
うことを考えれば，こうした恩赦も宣伝工作としての性格が濃いと言える。恩赦
の報を受けて，軍政打倒を掲げる並行政府は同日，たとえスーチーが解放されて
も現状の政治路線に変更はない旨の発表をした。

軍政の人事再編と汚職問題
　軍政は， 2 月および 8 月の 2 度の期間延長のタイミングに合わせて，最高統治
機関の国家行政評議会（SAC）とその下に置かれた内閣の人事を再編した。ミンア
ウンフライン上級大将とソーウィン上級大将補の上位 2 人が，軍の正副司令官，
SAC の正副議長，内閣の正副首相を占めることに変わりはなかったものの， 9
月に SAC の重要メンバー 2 人が汚職を理由に解任されたこともあり，軍政の陣
容は前年からかなり変化した（章末「参考資料」参照）。
　SAC は，現役軍人と非軍人をほぼ10人ずつとする構成が本年も基本的に維持
された。 8 月までの再編の特徴は，非軍人の大幅な入れ替えである。SAC の非
軍人メンバーは，少数民族などの登用で多様性を強調することに主眼があり，実
際の議事における役割は限定的だと考えられる。しかし，2011～2016年の連邦団
結発展党（USDP）政権および現軍政下で外相を長く務めたワナマウンルィンが，
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2 月に外相を退いて SAC に加わったことで，非軍人メンバーのなかでも異彩を
放つ存在となった。また，現役軍人では 1 人だけ，前年から実質的な解任状態に
あったマウンマウンチョーが 2 月に正式に解任された。
　内閣では，軍政序列第 2 位のソーウィンだけに限られていた副首相のポストが，
2 月に大幅に増設され，重要閣僚 4 人（国防相，内務相，運輸・通信相，計画・
財務相）がそれを兼任した。ソーウィンの立場が幾分か相対化されると同時に，
新副首相の 4 人中 3 人が SAC にも席を持つ現役軍人であり，軍政の中核を担う
将軍たちにさらなる重みづけがなされたとも言える。しかし 8 月には，これら軍
人閣僚の間に異動があり，微妙な変化がうかがわれた。国防相のミャトゥンウー
大将と運輸・通信相のティンアウンサン大将は，それぞれ副首相の地位を維持し
たまま，互いの閣僚ポストを取り換えた。かつて軍の序列第 3 位にまで昇り，次
期最高司令官かとも噂されたミャトゥンウーの国防相から運輸・通信相への異動
は，出世コースからのさらなる逸脱だと世間には受け止められた。また，NLD

政権期から軍最高司令官の指名で内務相を務めてきたソートゥッ中将は，より明
瞭な降格人事で副首相を外され，連邦内閣府相へと異動した。内務相の後任には，
少数民族武装組織との交渉担当として存在感を増すヤービエ中将が就いたが副首
相は兼任せず， 2 月から外相を務めるタンスェが新たに副首相を兼任した。
　人事再編に一区切りついたかと思われた矢先の 9 月，経済の混乱で軍政に対す
る社会の不満が高じるなかで，軍政上層部に大きなスキャンダルが持ち上がった。
SAC の重要メンバー 2 人がそれぞれ汚職を疑われ，同月25日に解任されたので
ある。 1 人は先の内閣再編で降格されたソートゥッ中将であり，SAC からの解
任と同時に連邦内閣府相も外され，11月に懲役 5 年の有罪判決を受けた。もう 1
人のモーミントゥン中将は，ミンアウンフラインの引き立てで異例のスピード出
世を遂げたために有力な後継者候補と目された人物で，投資委員会委員長，外国
為替監督委員会委員長，商品流通是正加速中央委員会委員長という経済運営上の
要職も兼ねていた。SAC からの解任に先立つ 9 月18日，モーミントゥンは上記
の 3 つの委員長ポストを外され，10月には軍法会議で実質的な終身刑を宣告され
た。 3 ポストの後任にはミャトゥンウーが就き，斜陽かと思われた彼の立場が
モーミントゥンの退場で再浮上しつつあるように見える。
　解任の 2 人に代わり SAC に加入したのは，軍序列第 3 位の三軍統合参謀総長
マウンマウンエー大将と，軍所有の複合企業ミャンマー・エコノミック・コーポ
レーションの会長を務めるニョーソー中将である。ニョーソーは前年 8 月に設置
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されたロシア産燃油調達委員会の委員長でもあり，本年 7 月には連邦大臣級の
SAC 議長顧問に任じられていた。さらに，SAC 加入後の10月に新設された予算
事前審査委員会では，ニョーソーが委員長に任命され，副委員長のウィンシェイ
ン副首相兼計画・財務相を抑えて，財務分野の責任者と位置づけられた。

並行政府と反軍勢力：複数組織の共闘，地域ごとの統合模索
　2021年クーデタ以来の内戦は，一方の軍と，他方の並行政府および 4 つの少数
民族武装組織を中心とする反軍勢力との対立という基本的構図のもとで展開して
きた。軍政打倒と民主連邦制国家樹立を掲げる並行政府は，NLD 中心の臨時立
法府である連邦議会代表委員会（CRPH）と，より多様な勢力が参画する臨時執政
府である国民統一政府（NUG）などから構成される（章末「参考資料」参照）。
NUG 傘下の人民防衛隊（PDF）は，クーデタ後に自発的に叢生した数百もの市民
武装組織の一部に，並行政府が共通の名前を与えて組織化したものであり，実態
としては，元の各市民武装組織が相当の自律性を残している。各地で編成された
PDF 以外に，そもそも NUG の指揮下に入らない市民武装組織も多数存在する。
　少数民族武装組織の方は，国内に20ほどあった有力な既存組織のうち， 4 つが
並行政府と明示的な共闘関係を築いてきた。カレン民族同盟（KNU），カチン独
立機構（KIO），カレンニー民族進歩党（KNPP），チン民族戦線（CNF）である。こ
れら 4 組織は，クーデタ直後から軍の弾圧を逃れた若者たちに軍事訓練と武器供
与を行って上述の市民武装組織叢生の素地をつくり，NLD 関係者との協議を通
じて並行政府の立ち上げにも関与した。こうして，これら 4 組織と，並行政府お
よび数百もの新興武装組織とが多様な連携関係を結びながら軍と戦うことで，全
国的に内戦が激化してきた。なかでも，従来はほとんど紛争がなかったザガイン
管区域など国土北西部一帯が最大の激戦地となった。
　本年には，反軍政の諸組織間の連携を促進するための地域統括組織の形成がボ
トムアップで進んだ。多数の新興武装組織が集中するザガイン管区域では， 5 月
末に173もの在地の市民組織がザガイン・フォーラムという会議を開催し，管区
域レベルの地域統括組織の設立を目指すことで合意した。さらに 9 月には，NUG

の指揮系統下にない複数の市民武装組織が結集し，ビルマ国民革命軍（BNRA）と
称する大規模な軍事組織を新たに立ち上げた。いずれの動きも並行政府の権威に
表立って挑戦するものではないが，このようにまとまりつつある地方勢力と，中
央政府を自任する NUG との関係が今後どのように推移していくか注目される。
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　カヤー州やチン州でも関連する動きが見られた。両州では，既存の少数民族武
装組織が比較的弱小で，それらと地元の新興武装組織との連携が重要な意味を
もってきた。どちらの州でも，クーデタが起きた2021年のうちに最初の地域統括
組織が設立されており，本年はそこからの新展開があった。カヤー州では 6 月，
古株の KNPP と新興のカレンニー諸民族防衛隊（KNDF）などが協働する既存の地
域統括組織のもと，それに連なる行政機関としてカレンニー州暫定執行評議会が
設立された。他方でチン州では，12月，1988年設立の CNF が中心となり，クー
デタ後に州内各地に形成されたチンランド防衛隊（CDF）の一部などと合同で，チ
ンランド評議会の設立を定めたチンランド憲法を制定した。こちらは，既存の地
域統括組織から本年 4 月に脱退した CNF が，別の統括組織の立ち上げに向けて
動いたものであり，同州の反軍勢力内部の不和を示唆する展開となった。

反軍勢力の全国的攻勢：兄弟同盟の「1027作戦」を契機に
　前年に激化した内戦は，前年末から本年前半にかけて若干下火になったものの，
本年の後半には再度エスカレートした。特に10月末に兄弟同盟を名乗る 3 つの少
数民族武装組織がシャン州北部で軍の複数拠点に一斉攻撃を仕掛けて以降，全国
各地で反軍政の諸組織による攻勢が一挙に強まった。多くの戦線で押し込まれた
軍は，1960年代以降で最大の窮地に立たされた。
　本年10月以降の事態の新しさは，前述の内戦の基本的構図のなかで独特の位置
を占める兄弟同盟 3 組織が，内戦への参入の度合いを格段に高めたことにある。
兄弟同盟とは，シャン州北部の漢族系少数民族からなるミャンマー民族民主同盟
軍（MNDAA），同じくシャン州北部のタアン民族解放軍（TNLA），ヤカイン（ラカ
イン）州に拠点を置くアラカン軍（AA）が緊密な協力関係を示すために用いる自称
であり，以前は，これに KIO を加えた 4 組織で北部同盟を名乗ることもあった。
クーデタ後の兄弟同盟 3 組織は，明確に並行政府に与した KIO とは一線を画し
た立場を取り，軍と敵対し，非公式に反軍勢力を援助しても，軍政打倒を掲げて
並行政府と明示的に共闘してはこなかった。しかし，本年10月27日に始まり，日
付から「1027作戦」と銘打たれたシャン州北部での軍への一斉攻撃は，従来とは
段違いに大規模な軍事行動となったうえに，作戦開始に際する 3 組織連名の声明
では，「国民全体の望みである軍事独裁の根絶」が目的のひとつに掲げられた。
　1027作戦が緒戦から大きな戦果を挙げると，敗北が続いた軍政の側では，11月
8 日開催の国防治安評議会でミンアウンフラインが「しかるべき報復を行う」と



422

選挙延期の軍政，内戦で劣勢に

述べた。国防治安評議会は，軍事・外交の重要事項を協議するための2008年憲法
下での最高レベルの会議体であり，クーデタ後に，国家非常事態宣言の発出と期
間延長以外の機会で開催されたのはこれが初めてであった。軍政が事態を重く受
け止めていたことがうかがわれる。11月12日には，シャン州北部の 8 郡に戒厳令
が発せられた。しかし，シャン州戦線での軍の劣勢は続き，軍は中国国境の要所
をいくつも失った（1027作戦とシャン州の戦況については次項で詳述）。
　1027作戦開始後，他地域でも反軍政の諸組織が次々と攻勢を強めた。こうした
動きが事前に調整されたものであったかは不明だが，シャン州での兄弟同盟の成
功が，他地域の反軍勢力を鼓舞したことは間違いない。カヤー州では，11月11日，
KNPP や KNDF などが州都ロイコーの奪取を目的とする「1111作戦」を開始し，
同市内で激しい攻防が繰り広げられた。チン州では同月13日，CNF などがイン
ド国境の町リッコダールを奪取した。同日，ヤカイン州では，兄弟同盟の一角で
ある AA が，州内での軍との戦闘を再開し，前年11月から続いていた一時的停戦
が終焉した。ザガイン管区域では，NUG が11月 6 日にコーリン市の制圧を発表
し，12月 3 日に同市のある郡に独自の行政を敷いたと宣言した。
　こうして年末までに，軍はいくつかの重要な国境地域から撤退を強いられ，複
数の町と数百の前哨基地を失った。兵士の損耗が激しく，新兵採用も困難な軍は
12月 3 日，脱走兵の帰還を認める旨の異例の通達を発した。ただし，反軍勢力の
奪取した町の多くが，戦闘と軍による空爆などのため，ほとんど無人の廃墟と
なっている点には注意を要する。国内避難民の数は10月末からさらに60万人増加
し，年末までに推定260万人に達した。ミャンマーは紛争のみならず気候変動の
リスクにも曝されており，人道危機は深刻さを増すばかりである。本年 5 月には
大型サイクロン・モカがヤカイン州を直撃し100万人以上が被災した。

シャン州の戦況：コーカン地方争奪，国境貿易路寸断，中国の利害関心
　長年にわたって内戦の主要な舞台であったシャン州北部は，クーデタ後の 2 年
半の間，ザガイン管区域などと比べると内戦の強度が相対的に低かったが，本年
の1027作戦の展開で再び最大の激戦地のひとつとなった。この過程に国境を接す
る中国の思惑も絡み，諸勢力間の複雑な関係が流動化した。
　1027作戦の主眼は，MNDAA が故地である州北東端のコーカン地方を奪還す
ることにあった。そもそも MNDAA は，ビルマ共産党内の彭家声が率いる一派
であったが，1989年の同党崩壊時に自立し，ミャンマー軍との停戦に合意する見
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返りにコーカン地方の自治を保証された。ところが，2009年，民政移管を前に諸
武装勢力の傘下への編入を企てたミャンマー軍が MNDAA を攻撃した際，軍と
手を結んだ白所成ら内部勢力に追われて彭家声は逃亡を余儀なくされた。以後，
白所成一派が地方行政体としてのコーカン自治地域を形成し，その兵員を軍傘下
のコーカン国境警備隊へと再編して，軍の後ろ盾のもとで自治と種々のビジネス
を展開した。他方，コーカン奪還を悲願とする彭家声は，再建した MNDAA で
2015年に捲土重来を期すが失敗し，2022年に身を寄せていた別の武装組織の拠点

（シャン州東部のモンラー）で客死した。現 MNDAA 指導者の彭德仁はその息子
である。1027作戦開始後の快進撃の結果，年末の時点で MNDAA はコーカン地
方のほぼ全域を手中に収め，中心都市ラウカイ（ラオカイ）の奪還も目前であった。
　MNDAA の友軍 TNLA は，州北西部で勢力を伸張させた。TNLA は，この地
方の山地に多く住むタアン（パラウン）人の利害を代表するため，2009年に設立さ
れた比較的新しい武装組織である。KIO や国内最大の武装組織であるワ州連合
軍（UWSA）の庇護下で急速に強大化し，2010年代を通じてミャンマー軍と激しく
戦った。クーデタ後は，非公式に反軍勢力を支援しつつも，自身が軍と正面衝突
することは極力避け，自領の行政組織整備に注力していた。しかし，TNLA は
1027作戦で再び軍との全面戦争に舵を切り，年末までに 6 つの町を陥落させて自
領を拡張し，軍が押さえてきた中国との国境貿易の主要幹線道路を寸断した。
　その他の武装組織の動向として，中国を後ろ盾に強大な軍事力を有する
UWSA は，クーデタ後に軍と反軍勢力の双方から距離を保ち，シャン州内にお
ける他組織への影響力を強めてきた。UWSA の後援を受けた TNLA とシャン州
進歩党（SSPP）は，前年にライバルのシャン州復興評議会（RCSS）を州北部から排
除し，州南部へと押し戻した。しかし，本年に入り，共通の敵をなくした TNLA

と SSPP の間で緊張が高まり，1027作戦後の TNLA の台頭のなかで，11月29日，
10年近く敵対してきた SSPP と RCSS が停戦協定を結んだ。
　1027作戦の展開には，すぐ隣の大国である中国の思惑も絡んだ（「経済」「対外
関係」の項目も参照）。本年，中国は国境のミャンマー側におけるオンライン特
殊詐欺拠点の急増に深刻な懸念を示し，軍政や関係する諸武装組織に何度も取り
締まりを要請していた。そうした特殊詐欺の中心地のひとつがコーカンであった。
しかし，そこでの首謀者と思しき白所成らは，2009年当時の軍のコーカン攻略担
当指揮官であったミンアウンフラインとの関係が深いとされ，中国の要請に対す
る軍政の反応は鈍かった。 9 月末，コーカン自治地域当局は詐欺拠点の取り締ま
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りと称して，そこで働く中国人377人を逮捕し中国に送還しようとした。しかし，
これは中国の圧力をかわすための目眩ましである可能性が高く，逮捕者のほとん
どは犯罪者というより，強制的に働かされていた人身取引被害者であると考えら
れた。そこで中国公安は10月 1 日，コーカンと国境を挟んだ中国側の町を訪れて
いたコーカン自治地域の幹部11人の逮捕に踏み切った。1027作戦はこうした文脈
のうえで敢行されたのである。兄弟同盟による前述の作戦開始声明では，軍事独
裁根絶と並んで，オンライン詐欺の撲滅も目的に掲げられた。国境域の治安悪化
や国境貿易の途絶は中国の望むところではないが，兄弟同盟はオンライン詐欺撲
滅を目標とすることによって，軍および白所成一派への攻撃に対する中国の了解
を得ようとし，中国もそれを黙認したと思われる。

経 済

成長の停滞続く，投資・貿易も低調
　年の前半は内戦が若干下火になり，経済も上向くかに見えた。しかし，新型コ
ロナウイルス禍後の経済が動き出すなかで，欧米の制裁強化，軍政の悪手，内戦
の再エスカレートなどが重なり，年の後半には混乱が目立ち，停滞が続くことと
なった。世界銀行（世銀）の調査チームは12月の報告で，2022/23年度と2023/24年
度（いずれも 4 月始まり，以下同じ）の実質国内総生産（GDP）成長率をそれぞれ
4.0％と1.0％と予測した。2023年から2024年にかけての成長率については，10月
前半まで複数の国際金融機関が年間約 3 ％の成長を予測していたが，世銀チーム
は10月末以降の内戦状況を鑑みてこれを下方修正した。コロナ禍とクーデタ後の
動乱による大幅の落ち込みからの回復にはほど遠く，この予測での2024年の
GDP は，2019年時点よりも10％ほど低いままにとどまっている。
　外国投資は 2 年連続で半減するペースである。軍政の投資企業管理局（DICA）
によると，ティラワ経済特区への投資を除く認可ベースの対内直接投資額は，
2022/23年度の 1 年間で16億4067万ドル（前年同期比48.4％減），2023/24年度の 4
月から12月までの 9 カ月間で 6 億223万ドル（同58.8％減）であった。
　貿易は拡大から縮小へ転じ，赤字が膨らんだ。軍政の商業省によると，
2022/23年度の年間の輸出額は166億2018万ドル（前年同期比4.9％増），輸入額は
173億5272万ドル（同16.7％増）で，貿易全体の規模は拡大したが，輸入の伸びが
輸出の伸びを大きく上回り，前年まで黒字であった収支は赤字となった。
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2023/24年度の 4 月から11月までの 8 カ月間では，輸出額は96億2769万ドル（同
14.4％減），輸入額は110億2382万ドル（同5.3％減）となり，輸出入ともに減少した
が，外需の不振による輸出の落ち込みが激しく，貿易赤字はむしろ膨らんだ。
　2023/24年度の 8 カ月間における貿易相手国別の第 5 位までのシェアは，輸出
では，タイ25.7％，中国20.3％，日本8.1％，インド5.9％，アメリカ4.3％，輸入
では，中国32.8％，シンガポール21.1％，タイ12.0％，マレーシア7.4％，インド
ネシア7.3％であった。輸出総額の大幅減は，対中国輸出の減少（前年同期比
15.3％減）によるところが大きく，さらに本年10月末以降の中国国境域での内戦
の激化が陸路での対中国貿易に深刻な打撃を与えた。本稿執筆時点では年度末ま
での 1 年間の統計は得られないが，2022/23年度まで約10年にわたって最大の輸
出相手国であった中国がその地位から転落する可能性が高い。

止まらないチャット下落とインフレ，効果薄い軍政の対策
　為替はチャット下落が続くなかで，軍政支配下の中央銀行（中銀）が定める参考
レートと市場の実勢レートとがさらに乖離した。参考レートが前年 8 月以来の 1
ドル＝2100チャットに据え置かれたのに対し，実勢レートの方は，本年前半のう
ちは 1 ドル＝2800チャットくらいで推移していたものの， 6 月21日にアメリカが
軍政支配下の国営銀行 2 行に制裁を科したことを契機として，外貨流入の先細り
への懸念が広がり，チャットの急速な下落が再開した。
　これに対して軍政は，規制を一部緩和することで対応した。例えば，中銀は 6
月22日から外国為替のオンライン取引プラットフォームを導入した。同プラット
フォームは，認可を受けた銀行間または銀行・顧客間の為替取引を中銀の管理下
で行うためのもので，そこでのレートは導入時点での実勢レートに近い 1 ドル＝
2920～2922チャットの範囲内に固定された。また 7 月13日には，輸出企業が輸出
で得た外貨収入のうち 1 営業日以内に参考レートでチャットへ両替しなければな
らない割合を50％へとさらに引き下げた。この強制両替制度はクーデタ後に導入
され，当初100％であった割合が前年 8 月に65％に引き下げられていた。強制両
替の対象外となり輸出企業の手元に残った外貨は，上述のオンライン取引プラッ
トフォームで公式に「実勢レート」で売ることができた。
　しかし， 7 月から 8 月にかけて，市場の実勢レートでのチャット下落は止まら
ず，実勢レート，オンライン取引プラットフォームのレート，参考レートが併存
する為替レートの三重化が起きた。さらなるチャット下落の要因には， 7 月末に
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軍政が高額の 2 万チャット記念紙幣を唐突に発行したことや， 8 月初めの報道
（Nikkei Asia， 8 月 9 日）で，シンガポールのユナイテッド・オーバーシーズ銀行
（UOB）がミャンマーの銀行に対し，ミャンマー以外の国の銀行との送金取引中
継業務を停止すると通知した事実が明らかになったことなどがあった。後者の
UOB の動きは，軍への制裁を強めるアメリカに同調するものと見られ，軍政の
外貨へのアクセスをより難しくする。乱高下しながらチャット安へ動いた実勢
レートは， 8 月のピーク時には 1 ドル＝4000チャット近くにまで至り， 9 月には
比較的落ち着いて 1 ドル＝3300チャット近辺で推移する状況となった。
　物価の上昇にも歯止めがかからない。国際食糧政策研究所（IFPRI）によると，
クーデタ前の2020年 6 月から本年 2 月までにコメや食用油などの主要食品の価格
がすでに 2 倍以上に上がっており，上述の世銀チームの報告では， 6 月のインフ
レ率は年率28.6％であった。そこに 7 月・ 8 月のチャット下落が重なり，インフ
レをさらに加速させた。軍政は対策として， 8 月28日，コメと食用油の価格統制
を始めた。設定された卸売参考価格は，市場価格よりコメは10～25％，食用油は
60％も低く，小売りでの利ざやも10％以内に収めるように指示された。 2 日後に
は，見せしめのように食用油販売業者協会の幹部 5 人が価格統制への違反容疑で
逮捕された。しかし，こうした市場介入の効果は限定的で，物価水準は総じて年
の前半よりも高いままであり，強引な手法への反感が社会に募った。軍政内で外
国為替監督と物価統制の責任者であったモーミントゥンが， 9 月に汚職を理由に
追放されたことは，以上の状況と無関係ではないだろう。10月以降の紛争の激化
で国内の物流が困難を増し，物価上昇への圧力はさらに高まった。
　外国投資激減，輸出減と貿易赤字の増加，コロナ禍後に観光業の回復が見られ
ないことに加え，欧米による制裁やチャットの継続的下落が国際収支の悪化に結
びついていると考えられる。こうした状況下で軍政は年末にさらなる規制緩和を
実施し，外貨流入促進を図った。12月 5 日，中銀は，上述の外国為替オンライン
取引プラットフォームにおけるレートの設定を止め，取引当事者間で市場のレー
トに基づいて自由にレートを決められると通達した。さらに翌 6 日には，輸出外
貨収入の強制両替の割合を50％から35％へと再度低減させた。

非合法経済の拡大と少数民族武装組織の統治
　ミャンマーの周縁部では，20世紀半ばから内戦が長く続く状況下で，政府統計
に計上されない非公式ないし非合法の経済が展開してきた。軍，軍の傘下で一定
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の自律性を維持する国境警備隊や民兵組織，より独立的な少数民族武装組織など
の数多くの軍事勢力と越境的な犯罪シンジケートが関わるこの経済は，木材の伐
採，鉱物資源の採掘，麻薬の製造，それらの密輸，人身取引，カジノやオンライ
ン・ギャンブルの運営などを含む。その規模は，数値化が難しいものの，国家の
公式の経済を凌駕するほどに大きい可能性がある。特に2021年以降，辺境での軍
の存在感と統制力が低減したことで非合法経済は拡大傾向にあるとされる。この
過程で，新たなビジネスとしてオンライン特殊詐欺が興隆した。これは，拠点と
するビルなどに労働者を置き，ネット上で投資詐欺や恋愛詐欺などに従事させる
もので，多くの場合，労働者たち自体が SNS 上の偽の求人広告などで騙されて
拠点に連行・監禁された人身取引被害者だった。オンライン特殊詐欺興隆の背景
には，コロナ禍のオンライン化進展や労働者の経済的苦境があった。
　本年は，こうした非合法経済が国内政治や対外関係の重要な焦点となり，前述
の1027作戦のほかにも，一部の強力な少数民族武装組織に注目すべき動きがあっ
た。まず，シャン州東部の国内最大勢力 UWSA は 4 月，資源保護のために自領
での錫の採掘を 8 月 1 日から一時中止すると発表し，実際に予定通り採掘を中止
した。ミャンマーは世界第 3 位の錫鉱石生産国であり，そのほとんどが UWSA

領内で生産されて正規の税関を経由せず中国へ輸出されていた。錫の鉱石と地金
の両方で世界最大の生産国である中国にとっても，UWSA は錫鉱石輸入量の過
半を占める重要な供給源であった。錫の採掘中止は，緊密と見られてきた中国と
UWSA の関係の微妙なひずみを示唆しているのかもしれない。中国は，コーカ
ン当局や軍政に対してと同様に UWSA に対しても，オンライン詐欺の問題で圧
力をかけていたようだ。 9 月に UWSA が領内で目眩ましと見られる詐欺拠点取
り締まりを実施し，1207人もの「犯罪者」を逮捕して中国側へ身柄を引き渡した
後，10月には，中国公安が詐欺首謀の容疑で UWSA の行政部門幹部 2 人に逮捕
状を発出した。数日後に UWSA は両者を解任・除名したと発表したものの，そ
れ以外に 2 人の消息は明かさず，中国側への身柄の引き渡しもしなかった。
　カチン州に本拠を置く KIO もまた 4 月に，領内での新規レアアース採掘事業
を中止すると発表したが，こちらでは住民の反対運動が契機となった。国際
NGO の調べによると，2010年代後半からミャンマーのレアアース採掘量は急増
し，そのすべてがレアアース加工の世界的中心地である中国に向けて非公式に輸
出されてきた。レアアース採掘の環境負荷はきわめて大きく，中国国内では規制
が強化されて多くの採掘所が閉鎖したため，鉱床のあるミャンマーのカチン州が
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代替供給地として勃興したという（Global Witness, Myanmar's Poisoned Mountains, 

2022）。レアアース採掘の国内最大の中心はカチン州北部の国境警備隊の自治地
域だが，KIO 領内でも採掘が行われてきた。ところが，地元住民から採掘によ
る環境汚染を危惧する反対運動が起こり，本年 3 月に大規模な抗議集会が開かれ
るに至って，KIO は新規事業の中止を決定したのである。KIO が住民の声を施
政に反映させる傾向をもつことは，これまでもしばしば指摘されており，クーデ
タ後すぐに反軍政の態度を明確にしたことの要因にも挙げられてきた。
　カイン州では，タイ国境付近の 3 つの開発プロジェクトがそれぞれ非合法ビジ
ネスの中心地に発展し，うちひとつに KNU 幹部の関与が疑われてきた（『アジア
動向年報2021』参照）。カレン人社会では，KNU の反軍政の姿勢がおおむね支持
される一方，非合法ビジネス関与への批判が広がった。そうしたなか，コロナ禍
で 2 年以上延期されてきた KNU 第17回大会が 4 月末から開催され，新執行部が
選出された。数人を除き，新執行部の顔ぶれに大きな変化はなかったが，組織内
でも軍事部門の有力な旅団などは非合法ビジネスへの反対を示し続けた。1027作
戦の展開以降，オンライン詐欺拠点がシャン州からカイン州へと移転していると
見られ，KNU 新執行部の対応が内外から注視される状況となった。

対 外 関 係

欧米の対軍政経済制裁の強化，並行政府のロビー外交とその限界
　アメリカは前年に続き，イギリス，EU，カナダと連携して軍政への制裁を強
化した。本年は特に，空爆などの軍の過剰な暴力行使を止めるため，資金や物資
の供給を断つことが重視された。 6 月21日，アメリカは国営銀行のミャンマー外
国貿易銀行とミャンマー投資商業銀行に制裁を科した。この 2 行は複数の外国銀
行に現地通貨建ての口座を有しており，主にこれらを通じて軍政が武器などを購
入したり，15億ドルにも上ると言われる天然ガス輸出での外貨収入を得たりして
いると考えられた。そのため，制裁によって外国銀行に 2 行との関係の制限を促
し，軍政の外貨へのアクセスを難しくするのが目的であった。実際，前述のシン
ガポールの銀行である UOB のように，制裁に呼応する動きが見られた。
　軍政の主要な財源となってきた天然ガス事業は，前年 1 月の欧米大手企業の撤
退表明から制裁対象となり，前年 2 月には EU が軍政支配下のミャンマー石油ガ
ス公社（MOGE）に初めて制裁を科した。本年 7 月のビルマ語報道（Myanmar Now，
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7 月 4 日）では， 4 月の日付があるリーク文書の内容として，軍政が制裁回避の
ため，MOGE の外貨建て隠し口座を偽の名義でミャンマー経済銀行（上記 2 行と
は別の国営銀行）に開設するよう指示していたことが伝えられた。報道直後に軍
政はリーク元の探索に動き，MOGE を強制捜査して幹部数人を逮捕した。ガス
事業への制裁を軍政が脅威と見ていることを示す出来事であった。アメリカも，
本年 1 月末に MOGE 幹部 2 人を制裁対象に加え，10月には MOGE 自体に対する
初の制裁を発表した。ただし，後者の内容は，在米資産凍結を含まず，12月15日
以降にアメリカの国民・居住者・団体が MOGE に対して特定の金融サービスを
提供することなどを禁止するという限定的なものだった。
　他方，前年末にアメリカでミャンマー民主化を支援するための「ビルマ法」が
国防権限法の一部として成立し，アメリカからの殺人兵器を含まない軍事援助の
可能性が開かれたことで，反軍勢力の期待が高まった。本年に入り，並行政府は
高官を何度もアメリカに送って内容・規模両面での援助拡充を求めるロビー活動
を行い， 2 月にはワシントン D.C. に NUG の連絡事務所も開設された。しかし，
それにもかかわらず，本年のアメリカの援助は従来通りの人道支援のみに限られ，
援助額の規模はむしろ過去 2 年の実績を下回るほど少なかった。
　並行政府はアメリカ以外のイギリス，カナダ，日本などの国々にも閣僚を派遣
して関係構築を図った。また， 7 月に NUG 外相がティモール・レステを訪問し
た後，軍政が 8 月に同国との国交断絶という強硬な対応を取ったことが注目された。

中国と軍政との接近が加速するなか，オンライン特殊詐欺が焦点に
　クーデタ後，軍政は中国とロシアからの支持を頼りにしてきた。ロシアは，自
身もウクライナ侵攻後に国際的孤立を深めたこともあり，軍事協力を中心に一貫
して軍政との関係を強化してきた。これに対して，長い国境で接し，経済関係も
深い中国は，軍政支持を基本としつつも，その多岐にわたる利害を反映してより
複雑な態度を取ってきた。しかしながら，おそらく前年末のアメリカによる「ビ
ルマ法」制定を契機として，本年，中国は軍政との接近を急加速させた。
　まず，要人往来の頻度と重みが格段に増した。 5 月初めには中国の秦剛・国務
委員兼外交部長が来訪し，クーデタ後初めてミンアウンフラインが中国高官と会
談した。同じく中国外交部の鄧錫軍アジア担当特使は，前年末の初来訪以来，前
任者を優に超える頻度で来訪を繰り返し，軍政要人や少数民族武装組織と接触し
た。ほかにも 4 月から 5 月にかけて，中国から雲南省党委員会，共産党中央対外
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連絡部，中央軍事委員会連合参謀部情報局の高官が次々と来訪した。
　中国はこれらの機会に，関係が悪化する軍政と兄弟同盟 3 組織との対話を促し
て国境域の安定を図り， 6 月初めには両者の協議が実現した。また中国は，前述
のように国境域のオンライン詐欺拠点の取り締まりも各方面に要請した。詐欺行
為を強制された人身取引被害者はアジア全域に，詐欺の標的はネットを通じて世
界中に広がるが，どちらにも中国人が多く，中国の損失が甚大だったからである。
コーカンや UWSA 領などの中国国境域のみならず，カイン州のタイ国境域にあ
る非合法ビジネス中心地も中国の注視の対象となった。 6 月 6 日，タイの地方配
電公社がカイン州側の非合法ビジネス中心地への越境送電を停止した。軍政がタ
イ政府に要請したことによるが，中国の意向に沿うためであった可能性が高い。
　しかし，コーカンについては軍政の反応が鈍く，それが兄弟同盟による1027作
戦敢行を中国が黙認する要因となった（前述）。1027作戦の開始後，軍政内部に中
国への不信感が強まり，11月19日にはヤンゴンの中国大使館前での異例の抗議デ
モが軍支持者によって組織された。しかし，その前後を通じて，ミャンマー軍政
からは副首相級の訪中が続き，中国からも王小洪・国務委員兼公安部長兼共産党
中央書記処書記の来訪があるなど，ハイレベルの要人往来が維持された。兄弟同
盟とその他の反軍勢力による攻勢の度合いはおそらく中国の予想を超えていたが，
中国は国境域安定とオンライン詐欺撲滅という 2 つの目的に向かって行動した。
11月末の中国人民解放軍による国境の雲南省側での実戦演習とヤンゴン港への駆
逐艦派遣で軍事的威圧をかけつつ，軍政と兄弟同盟との停戦協議の場を繰り返し
設け，現場での戦闘が止まないなかで事態のコントロールを図った。同時に，
コーカン当局への圧力を強め，12月10日には白所成ら最高幹部10人にも逮捕状を
発出した。彼らの処遇については，軍政は 1 カ月以上にわたって沈黙を続けたが，
2024年 1 月30日に白所成を含む 6 人の身柄を中国に引き渡した。
　経済協力の再加速に向けた動きもあった。本年11月初め，中国国有の中国工商
銀行のヤンゴン支店が人民元国際決済システム（CIPS）に参加し，欧米の制裁を
迂回するルートができた。また，12月末には中国の関与するチャウッピュー深海
港建設の再開に向けた式典が開催された。

ASEANによる仲介の成果乏しく，タイは独自の動き
　ASEAN は，クーデタ後の2021年 4 月に軍政トップのミンアウンフラインも参
加した首脳会議で，暴力の即時停止や全当事者による対話開始などを含む「 5 項
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目の合意」に至ったものの，その後に軍政がこれを履行する姿勢を示さなかった
ために手詰まりに陥り，ハイレベル会議に軍政の政治代表を招かない措置を取っ
てきた。また，加盟国間で立場が割れ，島嶼部の国々が軍政に強硬な姿勢を示す
一方，大陸部の国々は軍政との関与を重視する傾向にあった。こうしたなかで本
年の議長国インドネシアは，ミャンマー国内の諸勢力と非公式に接触する「沈黙
外交」で対話開始の糸口を探ろうとしたが，目ぼしい成果は得られなかった。ま
た， 9 月初めの ASEAN 首脳会議では，加盟国間の持ち回り順序に従い予定され
ていた2026年のミャンマーの議長国就任をスキップすることが決められた。
　他方で，隣国のタイは必ずしも ASEAN の枠組みに捉われず，独自に軍政と接
触を続けながら，インドなどほかの近隣国とともにミャンマー問題に関する多国
間協議の場を設けた。 3 月にタイのバンコクで， 4 月にはインドのデリーで，政
府職員と民間有識者の双方が出席するトラック1.5対話が開催され，軍政のほか，
ASEAN の一部加盟国，インド，バングラデシュなどが参加した。 6 月に，タイ
のパタヤでドーン副首相兼外相が主宰した会議には，軍政のタンスェ外相も招か
れた。こうしたタイの動きは，ASEAN の足並みを乱すものとして批判も受けた。

2024年の課題
　国内政治では，軍政が劣勢にあるとはいえ，すぐに崩壊に至りそうもなく内戦
が継続するだろう。危機感を強める軍政は2024年 2 月に徴兵の実施に向けて動き
出し，社会に衝撃を与えた。徴兵対象となる青年層を中心に，反軍勢力への参加
や国外脱出の動きが加速する可能性がある。他方，反軍勢力の側は一枚岩でなく，
引き続き諸組織間の調整と協働の仕組みづくりが課題となる。特に，本年に目
立った動きをした兄弟同盟 3 組織については，それらが当面の目標を個別に達成
した後も並行政府との共闘を続けるのかどうか，去就が注目される。
　経済の展望は明るくない。マクロ経済が安定に向かうと考えられる材料は少な
く，徴兵の実施は就労可能な人々がミャンマー経済に貢献する余地をさらに狭め
ることになるだろう。経済停滞・紛争・自然災害によって深刻さを増す人道危機
への国際的な支援が必要だ。
　対外関係では，軍政はロシアや中国，並行政府は欧米諸国との関係強化を試み
続けると考えられる。国際社会の側では，近隣諸国と協力し，国内の諸勢力と適
宜接触しながら，支援を必要とするところへ効果的に届ける努力がなされるべき
である。 （地域研究センター）
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1 月19日 ▼ タイのチャルームポン・シーサ
ワット国軍最高司令官，来訪（～21日）。ガパ
リでミンアウンフライン軍最高司令官と会談。
第 8 回ミャンマー・タイ軍高官会議に出席。
25日 ▼オーストラリア，軍政幹部に対して

標的制裁を科す。クーデタ後初めて。
26日 ▼軍政，政党登録法を発布。
27日 ▼カナダ，制裁追加（ 7 回目）。
31日 ▼ 米国，制裁追加（15回目）。ミャン

マー石油ガス公社（MOGE）幹部 2 人も対象。

▼英国，制裁追加（17回目）。
2 月 1 日 ▼軍政，国家非常事態宣言の期間を
6 カ月延長（ 3 度目）。国家行政評議会（SAC）
および内閣の改組。
2 日 ▼軍政，全国37郡に戒厳令発出。
6 日 ▼並行政府のズィンマーアウン国民統

一政府（NUG）外相，訪問中の英国でジェー
ムズ・クレバリー外相と会談。

▼軍政，ネーピードーに原子力技術情報セ
ンター開設。ロシアのロスアトム社との協力。
13日 ▼ NUG， 米 国 の 首 都 ワ シ ン ト ン

D.C. に連絡事務所を開設。翌日，同地でズィ
ン マ ー ア ウ ン NUG 外 相 が ウ ェ ン デ ィ・
シャーマン国務副長官らと会談。
22日 ▼軍政，新たに 3 郡に戒厳令発出。
3 月 2 日 ▼米国，制裁追加（16回目）。
5 日 ▼ バングラデシュのロヒンギャ難民

キャンプで大規模火災。1.6万人以上に影響。
6 日 ▼来訪中の中国の鄧錫軍アジア担当特

使，軍政幹部と会談。
7 日 ▼並行政府のアウンチーニュン連邦議

会代表委員会（CRPH）委員長，訪米（～ 9 日）。
デレク・ショレット国務省顧問，クリス・
ヴァン・ホーレン上院議員と会談。

▼ EU，制裁追加（ 6 回目）。
13日 ▼ ミャンマー問題に関する多国間ト

ラック1.5対話，タイのバンコクで開催。
21日 ▼カチン州マンスィー郡のカチン独立

機構（KIO）支配地域で，約1000人が中国企業
のレアアース採掘に対する抗議デモ実施。
22日 ▼来訪中のロシアのイーゴリ・クラス

ノフ検事総長，ミンアウンフラインと会談。
24日 ▼米国，制裁追加（17回目）。
27日 ▼英国，制裁追加（18回目）。
29日 ▼ 軍政，国民民主連盟（NLD）など40

政党の登録抹消を発表。
4 月 3 日 ▼来訪中の中国の王寧・雲南省党委
員会書記，ミンアウンフラインと会談。

▼来訪中のロシアのアレクサンドル・フォー
ミン国防次官，ミンアウンフラインと会談。
4 日 ▼チン民族戦線（CNF），クーデタ後に

設立されていた地域統括組織からの脱退表明。
15日 ▼ KIO，領内でのレアアースの新規

採掘事業の中止を発表。
16日 ▼中国の彭修彬・共産党中央対外連絡

部アジア一局局長，来訪（～19日）。前軍政
トップのタンシュエなどと会談。
17日 ▼ワ州連合軍（UWSA）， 8 月 1 日から

錫の採掘を一時停止すると発表。これに反応
して国際的な錫価格が10％以上高騰。
21日 ▼タイのドーン・ポラマットウィナイ

副首相兼外相，来訪。ミンアウンフラインと
会談。

▼スウェーデン・フィンランドのエンジニ
アリング会社 AFRY，ミャンマーの水力発電
事業からの撤退を表明。
23日 ▼ 潘基文・前国連事務総長，来訪（～

24日）。ミンアウンフラインと会談。
24日 ▼ カレン民族同盟（KNU）， 2 年以上

延期されていた第17回大会を開催（～ 5 月 3
日）。新執行部選出。
25日 ▼ ミャンマー問題に関する多国間ト

重要日誌 ミャンマー　2023年
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ラック1.5対話，インドのデリーで開催。
27日 ▼ノルウェー中央銀行，政府基金から

インドガス公社と韓国ガス公社への出資引き
揚げ決定を発表。MOGE との提携を理由に。
5 月 2日 ▼中国の秦剛・国務委員兼外交部長，
来訪（～ 3 日）。ミンアウンフライン，タンシュ
エ前軍政トップ，タンスェ軍政外相と会談。
国境域オンライン特殊詐欺拠点の取り締まり
強化を要請。来訪直前に雲南国境立ち寄り。
3 日 ▼軍政，恩赦で囚人2000人以上解放。
14日 ▼大型サイクロン・モカ，ヤカイン州

上陸。100万人以上が被災。
23日 ▼軍政のヤービエ連邦内閣府相兼国家

安全保障顧問，ロシア訪問（～27日）。第11回
安全保障関連高官会議に出席。
30日 ▼ザガイン管区域内の市民武装組織な

ど173組織が集まり，第 1 回ザガイン・フォー
ラムを開催（～31日）。

▼来訪中の中国の楊陽・中央軍事委員会連
合参謀部情報局代理局長，ソーウィン軍副司
令官と会談。
6 月 1 日 ▼軍政のヤービエ中将率いる国民統
合和平実現調整委員会，シャン州東部モン
ラーでミャンマー民族民主同盟軍（MNDAA），
タアン民族解放軍（TNLA），アラカン軍（AA）
の兄弟同盟 3 組織と協議（～ 2 日）。
6 日 ▼カヤー州内の反軍勢力，既存地域統

括組織の行政機関としてカレンニー州暫定執
行評議会を設立。

▼タイの地方配電公社，カイン州国境域の
非合法ビジネス中心地への送電停止。
18日 ▼ミャンマー問題に関する多国間非公

式会合，タイのパタヤでドーン外相が主宰し
開催（～19日）。軍政のタンスェ外相出席。
21日 ▼米国，制裁追加（18回目）。軍政国防

省および国営銀行 2 行などが対象に。
22日 ▼軍政中央銀行（中銀），外国為替のオ

ンライン取引プラットフォームを導入。
7 月 1 日 ▼ ズィンマーアウン NUG 外相，
ティモール・レステ訪問（～ 5 日）。シャナ
ナ・グスマン新内閣就任式に参加。
4 日 ▼ 軍政が 4 月に MOGE の外貨建て隠

し口座を国営銀行に開設するよう指示してい
た こ と を 示 す リ ー ク 文 書 に 関 す る 報 道

（Myanmar Now）。
5 日 ▼軍政，ニョーソー中将を連邦大臣級

の SAC 議長顧問に任命。
6 日 ▼ 軍政，MOGE を強制捜査して高官

数人を逮捕。 2 日前の報道のリーク元探索か。
12日 ▼ タイのドーン外相，直前のミャン

マー訪問時にアウンサンスーチー（以下，
スーチー）と面会したと発言。ジャカルタで
の ASEAN 外相会議のサイドラインで。
13日 ▼軍政中銀，輸出外貨収入の現地通貨

への強制両替の割合を65％から50％に低減。
20日 ▼ EU，制裁追加（ 7 回目）。
24日 ▼軍政国営メディア， 7 月31日発行予

定の 2 万チャット記念紙幣を発表。為替と金
の市場が動揺。
27日 ▼中国の鄧錫軍アジア担当特使，来訪

（～28日）。軍政要人と会談。
28日 ▼スーチーが刑務所から官舎へ移送さ

れ，中国の鄧錫軍アジア担当特使と面会した
との報道（France 24）。
8 月 1 日 ▼軍政，国家非常事態宣言の期間を
6 カ月延長（ 4 度目）。ネーピードーでマーラ
ウィザヤ仏像の完成式典開催。7700人超に恩
赦。スーチーとウィンミン前 NLD 政権大統
領も刑期の一部を減免される。

▼ UWSA，自領内での錫採掘を一時停止。
2 日 ▼軍政，SAC 改組。翌日に内閣も改組。
9 日 ▼シンガポールのユナイテッド・オー

バーシーズ銀行（UOB）がミャンマーの銀行
と外国の銀行との送金取引中継業務を停止す
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る予定であるとの報道（Nikkei Asia）。
13日 ▼ティンアウンサン軍政副首相兼国防

相，ロシア訪問（～21日）。モスクワで国際安
全保障会議に出席。
23日 ▼米国，制裁追加（19回目）。
25日 ▼軍政，ティモール・レステとの国交

断絶。
28日 ▼軍政，コメと食用油の価格統制開始。
30日 ▼軍政，ミャンマー食用油販売業者協

会の幹部 5 人を価格統制への違反容疑で逮捕。
9 月 5 日 ▼ ASEAN 首脳会議で2026年のミャ
ンマーの議長国就任スキップが決定される。
6 日 ▼ UWSA，自領内のオンライン詐欺

拠点を取り締まり（～ 7 日）。逮捕した1207人
を中国側に引き渡す。
9 日 ▼ザガイン管区域などの NUG 傘下に

ない市民武装組織が結集してビルマ国民革命
軍を設立。
12日 ▼ タンスェ軍政副首相兼外相，ロシ

ア・ベラルーシ歴訪（～17日）。
18日 ▼軍政，汚職容疑のあるモーミントゥ

ン中将を 3 つの経済運営上の要職から更迭。

▼来訪中の中国の鄧錫軍アジア担当特使，
軍政要人と会談。
23日 ▼ミャトゥンウー軍政副首相兼運輸・

通信相，中国訪問（～27日）。グローバル・サ
ステイナブル運輸フォーラムに出席。
25日 ▼ 軍政，SAC・内閣改組。SAC では

モーミントゥンとソートゥッを解任し，マウ
ンマウンエーとニョーソーを任命。

▼コーカン自治地域当局，自領内のオンラ
イン詐欺拠点を取り締まり（～26日）。377人
の中国人を逮捕。
10月 1 日 ▼中国公安，雲南省鎮康県臨滄を訪
問中のコーカン自治地域の幹部11人を逮捕。
5 日 ▼軍政，最低賃金引き上げ。 5 年ぶり。

日額5800チャットに。同月初から遡及適用。

8 日 ▼前日からの大雨のためにバゴー川が
氾濫してバゴー市が浸水。
10日 ▼軍政，軍法会議がモーミントゥンに

対して反逆罪・腐敗罪で20年の「流刑」（実
質的な終身刑か）を宣告したと発表。
11日 ▼ 中国公安，UWSA 幹部 2 人に対し

てオンライン詐欺首謀の容疑で逮捕状発出。
14日 ▼来訪中のインドのヴィクラム・ミス

リ国家安全保障担当副顧問，ミンアウンフラ
インと会談。
15日 ▼来訪中の中国の鄧錫軍アジア担当特

使，ミンアウンフラインと会談。
16日 ▼ミャトゥンウー軍政副首相兼運輸・

通信相，中国訪問（～19日）。第 3 回「一帯一
路」国際協力サミットフォーラムに出席。

▼ UWSA，中国から逮捕状を出されてい
た幹部 2 人を解任・除名したと発表。
24日 ▼軍政，予算事前審査委員会を設置。
27日 ▼兄弟同盟 3 組織，シャン州北部で軍

の複数拠点を一斉攻撃し，1027作戦を開始。

▼カナダ，制裁追加（ 8 回目）。
28日 ▼ティンアウンサン軍政副首相兼国防

相，中国訪問（～11月 1 日）。張又侠・国家中
央軍事委員会副主席と会談。
30日 ▼中国の王小洪・国務委員兼公安部長

兼共産党中央書記処書記，来訪（～31日）。第
7 回法執行安全保障協力会議に出席。ミンア
ウンフラインと会談。
31日 ▼米国，制裁追加（20回目）。12月15日

以降の米国の国民・居住者・企業による
MOGE への金融サービス提供などを禁止。

▼英国，制裁追加（19回目）。
11月 1 日 ▼中国国有の中国工商銀行のヤンゴ
ン支店，人民元国際決済システム（CIPS）へ
の参加記念式典開催。
2 日 ▼ロシア海軍の駆逐艦など 3 隻，ヤン

ゴン寄港（～ 7 日）。ニコライ・エフメノフ海
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軍総司令官が率いる。ミャンマー海軍とロシ
ア太平洋艦隊との初の共同軍事演習のため。
3 日 ▼中国の農融・外交部部長助理，来訪

（～ 5 日）。タンスェ軍政副首相兼外相と会談。
6 日 ▼ NUG，ザガイン管区域コーリン市

の制圧を発表。
8 日 ▼軍政，国防治安評議会開催。クーデ

タ後，国家非常事態宣言の発出と延長以外の
案件で招集されるのは初めて。
10日 ▼軍政，軍法会議がソートゥッに対し

て腐敗罪で懲役 5 年を宣告したと発表。
11日 ▼カヤー州の反軍勢力，州都ロイコー

の奪取を目指す1111作戦を開始。
12日 ▼軍政，シャン州北部 8 郡に戒厳令。

▼中国公安，コーカン自治地域幹部の明学
昌ら 4 人に逮捕状発出。
13日 ▼チン州の反軍勢力，インド国境の町

リッコダールを奪取。

▼ AA，ヤカイン州での軍との戦闘再開。
前年11月からの一時的停戦が終焉。
15日 ▼ 軍政，中国が逮捕状を出していた

コーカン自治地域の明学昌ら 4 人に逮捕状発
出。逮捕状の出ていた 4 人中 3 人は翌日逮捕。
うち 2 人は中国送還，残り 1 人は死亡。

▼軍政，コーカン自治地域の主席にトゥン
トゥンミン准将を任命。トゥントゥンミンは
北東部軍管区司令官からの異動。

▼英，仏，独，カナダなど 7 カ国，国際司
法裁判所にロヒンギャ裁判への介入宣言提出。
19日 ▼ヤンゴンの中国大使館前で軍支持者

たちが異例の抗議デモ実施。
24日 ▼ズィンマーアウン NUG 外相，訪問

先の日本で記者会見。
25日 ▼ 中国人民解放軍，雲南省のミャン

マー国境付近で実戦演習。
27日 ▼中国人民解放軍海軍の駆逐艦など 3

隻，ヤンゴン寄港（～12月 1 日）。

29日 ▼ シャン州進歩党（SSPP）とシャン州
復興評議会（RCSS），停戦。
12月 3 日 ▼軍政，脱走兵の帰還を認めると通
達。翌日にはビルマ語国営紙にも掲載。

▼ NUG，ザガイン管区域コーリン郡に独
自の行政を敷いたと宣言。
5 日 ▼来訪中のロシアのニコライ・パトル

シェフ安全保障会議書記，ミンアウンフライ
ンと会談。

▼ タンスェ軍政副首相兼外相，中国訪問
（～10日）。第 8 回メコン―ランツァン協力外
相会議に出席。王毅外交部長と共同議長。

▼ 軍政中銀，外国為替オンライン取引プ
ラットフォームにおけるレートの設定を止め，
市場の実勢レートを適用可能にすると通達。
6 日 ▼軍政中銀，輸出外貨収入の現地通貨

への強制両替の割合を50％から35％に低減。

▼チン州の反軍勢力，チンランド評議会設
立を定めたチンランド憲法を承認。
10日 ▼中国公安，白所成らコーカン自治地

域最高幹部10人に逮捕状発出。
11日 ▼軍政報道官，中国の仲介で兄弟同盟

3 組織と協議したと述べる。

▼ EU，制裁追加（ 8 回目）。

▼中国外交部，中国の仲介で軍政と兄弟同
盟 3 組織が一時的停戦に合意したと発表。
17日 ▼軍政，バゴー川の第 3 タンリン橋の

開通式典開催。日本の援助で建設された。
18日 ▼ MNDAA と軍との戦闘再開。
22日 ▼中国雲南省昆明で軍政と兄弟同盟 3

組織との 2 度目の協議（～24日）。
25日 ▼ミンアウンフライン，第 4 回メコン―

ランツァン協力首脳会議にオンライン出席。
中国の李強総理と共同議長。多国間の首脳会
議で議長を務めるのはクーデタ後で初めて。
26日 ▼ネーピードーでチャウッピュー深海

港建設の再開に向けた式典開催。
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　 　軍政　国家行政評議会（SAC）名簿 （2₀23年12月31日時点）
№ 名前 政党／所属 就任日 備考
1 Min Aung Hlaing 軍 留任 SAC 議長，軍最高司令官，上級大将，軍政首相
2 Soe Win 軍 留任 SAC 副議長，軍副司令官兼陸軍司令官，上級大将補，軍政副首相
3 Aung Lin Dwe 軍 留任 SAC 書記，元・軍法務総監，中将
4 Ye Win Oo 軍 留任 SAC 共同書記，軍保安局長，中将
5 Mya Htun Oo 軍 留任 元・三軍統合参謀総長，大将，軍政副首相兼運輸・通信相，投資委員会委

員長，外国為替監督委員会委員長，商品流通是正加速中央委員会委員長
6 Tin Aung San 軍 留任 元・海軍司令官，大将，副首相兼国防相
7 Maung Maung Aye 軍 9 月25日 三軍統合参謀総長，大将
8 Yar Pyae 軍 留任 国民統合和平実現調整委員会委員長，軍政国家安全保障顧問，軍政内務相
9 Nyo Saw 軍 9 月25日 ミャンマー・エコノミック・コーポレーション会長，SAC 議長顧問，予

算事前審査委員会委員長，ロシア産燃油調達委員会委員長
10 Wunna Maung Lwin USDP 2 月 1 日 元・外相（2011-2016, 軍政2021-2023）。退役軍人
11 Dwe Bu KSPP 2 月 1 日 KSPP 副議長，元・連邦議会下院議員（2011-2016），カチン民族，女性
12 Porel Aung Thein USDP 2 月 1 日 USDP 党員，カヤー民族
13 Manh Nyein Maung KPP 留任 元 KNU 幹部（2020年 7 月脱退），カレン民族
14 Hmuh Thang USDP 2 月17日 USDP 党員，チン民族
15 Ba Shwe － 8 月 2 日 元・科学技術副大臣（2013-2016），ヤカイン民族
16 Khun San Lwin PNO 2 月 1 日 PNO 副議長，パオ自治地域主席，パオ民族
17 Shwe Kyein USDP 留任 USDP 党員，パラウン民族
18 Yan Kyaw WNP 2 月 1 日 WNP 副議長，ワ民族
（注）　政党・団体名の略称は KNU：カレン民族同盟，KPP：カレン人民党，KSPP：カチン州人民党，PNO：パオ民族機構，

USDP：連邦団結発展党，WNP：ワ民族党。
（出所）　軍政発表および各種報道より作成。

　 　軍政　連邦政府閣僚 （2₀23年12月31日時点）
№ 役職名 名前 政党／所属 就任日 備考

副大統領兼大統領臨時代理 Myint Swe USDP 留任 元ヤンゴン管区域首相（2011-2016），退役軍人，元中将
首相 Min Aung Hlaing 軍 留任 SAC 議長，軍最高司令官，上級大将
副首相 Soe Win 軍 留任 SAC 副議長，軍副司令官兼陸軍司令官，上級大将補

1 副首相兼国防相 Tin Aung San 軍 8 月 3 日 SAC メンバー，元・海軍司令官，大将，元・軍政運輸・通信相
2 副首相兼運輸・通信相 Mya Htun Oo 軍 8 月 3 日 SAC メンバー，元・三軍統合参謀総長，大将，元・軍政国防相
3 副首相兼計画・財務相 Win Shein USDP 2 月 1 日 元・財務相（2012-2016），退役軍人
4 副首相兼外相 Than Swe － 8 月 3 日 元・軍政反腐敗委員会委員長，退役軍人
5 内務相 Yar Pyae 軍 8 月 3 日 SAC メンバー，中将，元・軍政連邦内閣府相
6 連邦内閣府相（1） Aung Naing Oo － 9 月25日 元・軍政商務相，退役軍人
7 国際協力相 Ko Ko Hlaing － 留任 大統領政治顧問（2011-2016），退役軍人
8 国境相 Htun Htun Naung 軍 留任 元・第 1 特別作戦局長，中将
9 投資・対外経済関係相 Kan Zaw － 8 月19日 元・国家計画・経済発展相（2012-2016），元・軍政

会計検査院長官
10 法務相 Thida Oo － 留任 連邦法務長官（兼任），女性
11 情報相 Maung Maung Ohn USDP 留任 元ヤカイン州首相（2014-2016），退役軍人，元少将
12 宗教・文化相 Tin Oo Lwin － 8 月 3 日 元・軍政ネーピードー評議会議長
13 農業・畜産・灌漑相 Min Naung － 2 月 1 日 詳細不明
14 協同組合・農村発展相 Hla Moe － 留任 元・協同組合輸出入公社社長，退役軍人
15 天然資源・環境保全相 Khin Maung Yi － 留任 元・天然資源・環境保全省常務事務次官
16 電力相 Nyan Tun － 8 月 3 日 退役軍人，元・軍事工学総局長，元少将
17 エネルギー相 Ko Ko Lwin － 8 月 3 日 退役軍人
18 工業相 Charlie Than － 留任 元ミャンマー海事大学学長
19 入国管理・人口相 Myint Kyaing － 留任 元・労働省常務事務次官，元・軍政労働大臣
20 労働相 Myint Naung － 8 月 3 日 詳細不明
21 教育相 Nyunt Pe － 留任 元・教育省監視評価局総局長
22 科学技術相 Myo Thein Kyaw － 留任 元・軍技術学校学長，退役軍人
23 保健相 Thet Khaing Win － 留任 元・保健・スポーツ省常務事務次官
24 スポーツ・青年相 Min Thein Zan － 留任 元・外務省駐スリランカ大使（2013-2018），退役軍人
25 建設相 Myo Thant USDP 留任 退役軍人，元・軍事工学総局長，元少将
26 社会福祉・救済・復興相 Soe Win － 8 月 3 日 詳細不明
27 ホテル・観光相 Thet Thet Khaing PPP 8 月 3 日 PPP 党首，女性，元・軍政社会福祉・救済・復興相
28 民族相 Jeng Phang Naw Taung － 2 月 1 日 元・SAC メンバー，カチン民族
（注）　網掛けは，ミンスェ大統領臨時代理は軍政の各種会議にほとんど参加しておらず，政権運営への関与が薄いと思われるため。

政党・団体名の略称は，PPP：人民さきがけ党，SAC：国家行政評議会，USDP：連邦団結発展党。
（出所）　軍政発表および各種報道より作成。



ミャンマー

437

　 　並行政府　連邦議会代表委員会（CRPH）名簿 （2₀23年12月31日時点）
№ 名前 政党／所属 就任日 備考
1 Aung Kyi Nyunt NLD 留任 CRPH 委員長，NLD 中央執行委員，元・連邦議会民族院（上院）議員（2016-2021）
2 Phyu Phyu Thin NLD 留任 元・連邦議会人民院（下院）議員（2012-2021），女性
3 Ye Mon NLD 留任 NUG 国防相，詩人，元・連邦議会下院議員（2016-2021）
4 Htun Myint NLD 留任 元・連邦議会下院議員（2016-2021）
5 Naing Htoo Aung NLD 留任 元・連邦議会下院議員（2016-2021）
6 Wai Phyo Aung NLD 留任 元・連邦議会下院議員（2016-2021）
7 Zin Mar Aung NLD 留任 NUG 外相，元・連邦議会下院議員（2016-2021），女性
8 Lwin Ko Latt NLD 留任 元・連邦議会下院議員（2016-2021）
9 Okkar Min NLD 留任 元・連邦議会上院議員（2016-2021）
10 Win Naing NLD 留任 元・連邦議会下院議員（2016-2021）
11 Nay Myo NLD 留任 元・連邦議会下院議員（2016-2021）
12 Zaw Min Thein NLD 留任 元・連邦議会下院議員（2016-2021）
13 Myo Naing NLD 留任 元・連邦議会下院議員（2016-2021）
14 Zay Latt NLD 留任 詳細不明
15 Myat Thida Htun NLD 留任 元・連邦議会上院議員（2016-2021），女性
16 Saw Shar Phaung Awar NLD 留任 元・連邦議会上院議員（2016-2021），カレン民族
17 Sithu Maung NLD 留任 ムスリム
18 Robert Nyal Yal KySDP 留任 カヤー民族
19 Lamin Tun TNP 留任 パラウン民族
20 Lama Naw Aung KSPP 留任 カチン民族
（注）　全員が2020年総選挙での当選議員。政党・団体名の略称は NLD：国民民主連盟，NUG：国民統一政府，KySDP：カヤー

州民主党，TNP：タアン（パラウン）民族党，KSPP：カチン州人民党。
（出所）　各種報道より作成。

　 　並行政府　国民統一政府（NUG）要人名簿 （2₀23年12月31日時点）
№ 役職名 名前 政党／所属 任命日 備考

大統領 Win Myint NLD 留任 元・大統領（2018-2021）
国家顧問 Aung San Suu Kyi NLD 留任 元・国家顧問（2016-2021）
副大統領／大統領臨時代理 Duwa Lashi La － 留任 法律家，社会活動家，元カチン諸民族諮問会議

議長，カチン民族
首相 Mahn Win Khaing Than NLD 留任 元・連邦議会民族院（上院）議長（2016-2021），カ

レン民族
1 外務大臣 Zin Mar Aung NLD 留任 CRPH 委員，元・連邦議会人民院（下院）議員

（2016-2021），女性
2 内務・入国管理大臣 Lwin Ko Latt NLD 留任 CRPH 委員，元・連邦議会下院議員（2016-2021）
3 国防大臣 Yee Mon NLD 留任 CRPH 委員，元・連邦議会下院議員（2016-2021）
4 フェデラル連邦大臣 Lian Hmung Sakhong CNF 留任 CNF 副議長，元 CNLD 総書記，チン民族
5 計画・財務・投資大臣 Tin Tun Naing NLD 留任 元・連邦議会下院議員（2016-2021）
6 人道配慮・災害管理大臣 Win Myat Aye NLD 留任 元・社会福祉・救済・復興相（2016-2021）
7 国際協力大臣 Sa Sa NLD？ 留任 NUG スポークスパーソン，社会活動家，チン民族
8 教育大臣 Zaw Wai Soe － 留任 医者，元ヤンゴン第一医科大学学長，元ヤンゴ

ン管区域 COVID-19予防・抑制・治療調整委員
会副委員長（2020-2021）

9 保健大臣（兼任）

10 天然資源・環境保全大臣 Tu Hkawng － 留任 社会活動家，カチン民族
11 女性・青年・子ども大臣 Naw Susanna Hla Hla Soe NLD 留任 元・連邦議会上院議員（2016-2021），女性，カレ

ン民族
12 人権大臣 Aung Myo Min － 留任 社会活動家，ゲイであることを公言
13 労働大臣 Nai Tun Pe 元 MUP 留任 元 MUP 中央執行委員，モン民族
14 法務大臣 Thein Oo NLD？ 留任 詳細不明
15 通信・情報・技術大臣 Htin Lin Aung － 留任 社会活動家
16 電力・エネルギー大臣 Soe Thura Tun NLD 留任 元・連邦議会下院議員（2016-2021）
17 商業大臣 Khin Ma Ma Myo － 留任 社会活動家，女性
（注）　網掛けは軍の拘束下。政党・団体名の略称は CNF：チン民族戦線，CNLD：チン民族民主連盟，CRPH：連邦議会代表委

員会，MUP：モン統一党，NLD：国民民主連盟。
（出所）　各種報道より作成。

＊ 　2021年のミャンマーでは，軍クーデタにより軍政が開始された後，それに対抗する並行政府が樹立
され，二重政府状態が現出した。いずれも暫定的な性格を持つため国家機構図は掲載せず，双方の要
人名簿のみを掲載することとした。
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　 1　基礎統計
会 計 年 度 2018/19 2019/20 2020/21 2021/22 2022/23 2023/24
人 口（100万人） 53.9 54.3 54.8 55.3 － －
籾 米 生 産 高（100万トン） 27.6 26.3 26.0 － － －
消 費 者 物 価 指 数（2012年＝100） 152.41 161.14 167.01 184.81 200.92 －
為替レート（ 1 ドル＝チャット，12月末日） 1,550.00 1,479.80 1,329.10 1,778.00 2,100.00 2,100.00 
（注）　2022年に会計年度の変更があった。2020/21年度までは10月～ 9 月。移行期間の2021/22年度は10

月～ 3 月の 6 カ月間。2022/23年度からは 4 月～ 3 月。人口以外は2020/21年度まですべて出所①の数
値。人口（10月 1 日時点）は出所②の数値。2020/21年度以降の消費者物価指数は出所③の数値。ただ
し，2022/23年度は 4 月～ 7 月の平均値。為替レートは，出所④の中央銀行発表の参考レート。ただ
し，2021/22年度以降は軍政のもとで管理変動相場制が採られ，実勢レートとの乖離がみられた。－
データなし。

（出所）　① Central Statistical Organization, Statistical Yearbook 2022; ② Asian Development Bank, Key 
Indicators for Asia and the Pacific, 2023; ③ Myanmar Statistical Information Service Website （http://mmsis.
gov.mm）; ④ Central Bank of Myanmar, Reference Exchange Rate History Website （http://forex.cbm.gov.mm/
index.php/fxrate/history）.

　 2 　産業別国内総生産（実質価格，2015/16年価格） （単位：100万チャット）
会 計 年 度 2018/19 2019/20 2020/21 2021/22
1 ．農 林 水 産 業 計 19,872,350 20,197,085 20,406,668 －
2 ．工 業 計 32,125,923 33,344,096 30,126,981 －

鉱 業 4,183,769 4,074,483 3,601,722 －
製 造 業 20,942,379 21,938,781 20,144,443 －
電 力 1,379,570 1,425,926 1,343,475 －
建 設 5,620,205 5,904,907 5,037,341 －

3 ．サ ー ビ ス 計 37,149,069 38,430,451 36,028,176 －
卸・小売・二輪/四輪修理 17,773,439 18,561,551 17,573,628 －
運 輸 ・ 通 信 13,006,579 13,314,402 12,133,792 －
金 融 392,661 422,443 404,009 －
社 会 ・ 行 政 3,172,363 3,307,687 3,303,088 －
そ の 他 サ ー ビ ス 2,804,028 2,824,369 2,613,659 －

国 内 総 生 産（ 1 ＋ 2 ＋ 3 ） 89,147,341 91,971,633 86,561,825 －
1 人当たり国内総生産（チャット） 1,653,940 1,693,769 1,579,019 －
Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％） 6.8 3.2 -5.9 2.0 
（注）　会計年度はすべて10月～ 9 月として算出し直したもの。－データなし。2020/21年度以降は暫定値。
（出所）　Central Statistical Organization, Statistical Yearbook 2022, Asian Development Bank, Key Indicators 

for Asia and the Pacific, 2023.
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　 3　国家財政 （単位：100万チャット）
会 計 年 度 2017/18 2018 2018/19 2019/20 2020/21
連 邦 政 府 歳 入 17,781,819 9,173,687 21,544,531 25,187,393 17,511,178

経 常 収 入 16,593,122 8,473,805 19,720,716 22,670,696 15,508,468
税 収 7,423,520 3,424,115 8,360,231 8,505,938 5,484,969

資 本 収 入 32,023 53,677 7,938 10,431 9,557
金 融 収 入 154,238 116,919 247,087 383,030 566,370
外 国 援 助 1,002,436 529,287 1,568,791 2,123,235 1,426,784

連 邦 政 府 歳 出 20,176,542 9,566,640 24,745,134 32,211,887 25,692,973
経 常 支 出 15,390,842 7,585,256 18,562,798 23,950,413 20,009,249
資 本 支 出 3,983,867 1,553,118 5,212,541 6,199,719 4,497,454
金 融 支 出 716,477 408,724 931,823 2,032,127 1,150,924
予 備 費 85,357 19,541 37,972 29,628 35,346

財 政 収 支 -2,394,722 -392,952 -3,200,603 -7,024,494 -8,181,795 
（注）　2018年に会計年度の変更があったため，2017/18年度までは 4 月～ 3 月。2018年度は 4 月～ 9 月

の半年間。2018/19年度以降は10月～ 9 月。
（出所）　Myanmar Statistical Information Service Website （http://mmsis.gov.mm）.

　 4　国際収支 （単位：100万ドル） 

暦 年 2018 2019 2020 2021 2022
経 常 収 支 -2,332.1 － － － －

貿 易 収 支 -4,115.1 － － － －
輸 出 11,081.6 － － － －
輸 入 15,196.7 － － － －

サ ー ビ ス 収 支 1,196.3 － － － －
受 取 4,653.5 － － － －
支 払 3,457.1 － － － －

第 一 次 所 得 収 支 -1,770.4 － － － －
受 取 1,343.7 － － － －
支 払 3,114.1 － － － －

第 二 次 所 得 収 支 2,357.1 － － － －
受 取 2,695.7 － － － －
支 払 338.6 － － － －

資 本 移 転 等 収 支 0.1 － － － －
金 融 収 支 -2,416.4 － － － －

直 接 投 資 -1,609.8 － － － －
証 券 投 資 – － － － －
金 融 派 生 商 品 -538.6 － － － －
そ の 他 投 資 -268.0 － － － －

誤 差 脱 漏 348.9 － － － －
総 合 収 支 433.3 － － － －
（注）　－データなし。IMF 国際収支マニュアル第 6 版に基づく。したがって，金融収支の符号の（-）は

資本流入，（＋）は資本流出を意味する。
（出所）　Asian Development Bank, Key Indicators for Asia and the Pacific, 2023.
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　 5　国別貿易
①輸出 （単位：100万ドル）
会 計 年 度 2018/19 2019/20 2020/21 2021/221） 2022/23 2023/242）

輸 出 総 額 17,060.4 17,681.1 15,363.3 8,308.4 16,620.2 9,627.7 

主
要
国

タ イ 3,277.6 3,096.0 3,287.6 1,911.2 3,684.9 2,471.8 
中 国 5,063.5 5,420.1 5,179.7 2,008.2 3,833.4 1,954.6 
日 本 1,415.7 1,354.4 944.2 529.2 1,219.3 778.9 
イ ン ド 682.8 616.5 873.4 504.6 820.2 570.4 
ア メ リ カ 737.6 906.0 620.6 368.1 692.1 410.5 

②輸入 （単位：100万ドル）
会 計 年 度 2018/19 2019/20 2020/21 2021/221） 2022/23 2023/242）

輸 入 総 額 18,086.6 19,050.9 14,686.1 7,965.0 17,352.7 11,023.8 

主
要
国

中 国 6,330.1 6,729.2 4,646.2 2,297.6 5,446.8 3,612.5 
シ ン ガ ポ ー ル 3,162.5 3,052.5 2,604.2 1,603.0 4,434.1 2,326.6 
タ イ 2,187.6 2,021.9 1,989.8 1,066.3 2,313.9 1,321.7 
マ レ ー シ ア 806.0 1,085.8 787.3 708.5 1,134.5 819.1 
イ ン ド ネ シ ア 905.5 1,043.9 1,164.5 614.0 1,051.6 809.5 

（注）　国境貿易を含む。 1 ）2021/22年度は会計年度変更による移行年度のため10月～ 3 月の 6 カ月間。
2 ）2023/24年度は 4 月～11月までの値。

（出所）　Ministry of Commerce Website （https://www.commerce.gov.mm/）.

　 6　品目別貿易
①輸出 （単位：100万ドル）
会 計 年 度 2018/19 2019/20 2020/21 2021/221） 2022/23 2023/242）

輸 出 総 額 17,060.4 17,681.1 15,363.3 8,308.4 16,620.2 9,627.7 
農 産 物 3,261.6 3,725.7 4,624.2 2,407.7 3,999.0 2,026.0 
動物および動物性生産品 366.4 107.7 18.9 5.4 20.5 5.2 
水 産 物 732.2 859.0 785.0 481.7 765.9 440.8 
鉱 産 物 1,465.5 1,870.8 895.6 288.6 337.1 182.5 
林 産 物 174.8 154.1 128.1 83.9 139.4 44.8 
工 業 製 品 10,291.0 9,997.2 8,253.4 4,709.2 10,940.5 6,199.4 
そ の 他 769.1 966.6 658.1 332.0 417.8 728.9 

②輸入 （単位：100万ドル）
会 計 年 度 2018/19 2019/20 2020/21 2021/221） 2022/23 2023/242）

輸 入 総 額 18,086.6 19,050.9 14,686.1 7,965.0 17,352.7 11,023.8 
資 本 財 5,861.4 7,315.3 4,740.5 1,563.9 3,732.5 2,486.1 
生 産 財 7,379.7 6,873.3 5,443.8 3,881.7 8,953.1 5,700.0 
消 費 財 4,845.5 4,862.3 4,501.8 2,519.4 4,667.1 2,837.7 
（注）　国境貿易を含む。 1 ）2021/22年度は会計年度変更による移行年度のため10月～ 3 月の 6 カ月間。

2 ）2023/24年度は 4 月～11月までの値。
（出所）　Ministry of Commerce Website （https://www.commerce.gov.mm/）.


